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研究成果の概要（和文）：本研究は、法的再建手続の開始した企業の再建のプロセスにおいて、適正かつ公平な事件管
理にあたる裁判所の裁量権の根拠・範囲を一般的に明らかにするとともに、いくつかの具体的局面に焦点をあてて、そ
の発現の態様を考察することを目的とした基礎研究である。ここで用いた再建事件のガバナンスという分析視角は、特
に民事再生法上のDIP制度を分析する上で重要な意味をもつ。その研究成果は複数の論文等の形で随時公表したが、な
かでも「倒産手続における裁判所の役割についての序論的考察」は、倒産裁判所の裁量権について歴史的かつ比較法的
手法を用いて総論的に考察したものであり、この分野での日本で初めての包括的な理論研究といえる。

研究成果の概要（英文）：This is a foundation study aiming to explore the justification and possibilities o
f bankruptcy court's discretion, and examine its embodiment in some stage of an insolvency proceeding. In 
this, I do the examination from a viewpoint of governance of the insolvency, which is a modern analytical 
perspective probably for the first time utilized in Japan. The research achievements on this over four-yea
rs study had been occasionally published. Most leadng one, An Introductory Study on the Function of a Bank
ruptcy Court, is a comprehensive based on historical and comparative examination.
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１．研究開始当初の背景 
 本課題は、筆者の研究生活開始時より一貫
した研究テーマである再建企業ガバナンス
研究の第二段階に位置するものである。 
再建企業のガバナンスとは、法的再建手続
に入った倒産企業の適切な管理・運営のシス
テムに関するものであり、特に DIP型の倒産
手続の下では、DIPによる機械主義的・自己
利益追求的な経営のリスクをどのように制
度的にコントロールするかという問題とし
て具体化する。この再建企業ガバナンス研究
の第一段階として、筆者はまず、アメリカお
よびドイツを対象とした比較法研究の手法
によりつつ総括的な考察を行い、その結果を
拙著『企業再建手続運営プロセスの法理―倒
産処理における関係人自治―』（信山社）に
著した。次いで、右の成果を踏まえつつ日本
の民事再生法下での再建企業ガバナンスの
あり方を総論的に、また特に各論的に、裁判
所の裁量権が特別な意味を持ちうる計画外
の事業譲渡の局面に焦点を当てて分析し、そ
れぞれ論説の形で発表した。 
以上の第一段階の取り組みは特に制度枠
組みに着眼したものであり、その結果として
筆者は、民事再生手続におけるガバナンスを
「裁判所による事件管理」と特徴づけた。す
なわち、民事再生手続において DIPのコント
ロールは広範囲にわたって裁判所の裁量的
判断に委ねられていると捉えられるのであ
り、そうすると、その重要性に鑑みれば、そ
の場合の裁判所の裁量権に着眼することが
研究の次なる発展段階として必要かつ不可
欠であると考えるに至ったのである。 
 
２．研究の目的 
 本課題は、上述のとおり、筆者の研究テー
マである再建企業ガバナンス研究の第二の
発展段階として、裁判所の裁量権に着眼し、
その根拠および範囲を明らかにしつつ、ある
べき態様、特にいくつかの具体的局面での発
現について考察することを目的とする倒産
法制に関する基礎研究である。それゆえ、コ
ンテンポラリーな問題状況を踏まえつつ、歴
史的かつ比較法的な調査に基づいて分析内
容を相対化して、今後の理論研究を発展させ
ていくための盤石な基盤形成を目指した。ま
た、時期を同じくして民事再生事件の実態調
査のプロジェクトを進めたこともあり、経
済・社会・政治の状況を意識した倒産法制の
把握という学際的展開を指向することをも
目標とするものであった。 
 日本における裁判所の裁量権についての
研究は、民事裁判（判決手続）の領域では 1990
年代以降活発に進められるようになったが、
倒産処理の局面については、その実際上の重
要性にも関わらず、ほとんど先行研究がない。
また、ガバナンスの観点から倒産処理制度を
分析・考察した研究も日本ではいまだみられ
ない。したがって本課題は、ガバナンスの観
点から倒産処理手続における倒産裁判所の

裁量権の考察を試みた日本で初めての包括
的な研究である。これは特に、日本初の一般
再建法として民事再生法が広く利用される
ようになった今日、理論的にも実際的にも重
要な意味を持つ。なぜなら、再建企業のガバ
ナンスが典型的に問題となるのは DIP 型の
手続においてであるが、民事再生法はまさに
この DIP 型の手続形態を原則的なものとし
て採用しているからである。 
また、本課題における裁判所の裁量権の研
究は、筆者の一貫した研究テーマである再建
企業ガバナンス研究の全体像においては、そ
の第一段階で利害関係人の権利実現の制度
枠組みとしての手続の構造に主眼を置いて
考察を進めた次なる発展段階として、その手
続構造において実際に行動する手続上のア
クターに視点を移した第二段階と位置付け
るられる。そこで、本課題の将来的な方向性
としては、さらなる手続上のアクターに着眼
してより動態的な分析を進めることが予定
されている。すなわち、倒産裁判所に対峙す
る利害関係人間の関係性に着目した関係性
の倒産法理論の構築である。そこで、本研究
ではこのような第二段階のガバナンス研究
における確固たる基盤を形成するという問
題意識のもと基盤的、基礎的な堅実な研究に
努めた。 
 
３．研究の方法 
 現代日本における再建型倒産処理のあり
方に多大な影響力をもつアメリカ連邦破産
法および日本破産法の母国として基本的な
考え方や制度枠組みの範となるドイツ倒産
法を中心とした比較法研究、ならびに日本倒
産法制の歴史的研究の手法を用いて、また、
研究会出席等を通じて日進月歩の倒産実務
の動きにも目配りをしながら、調査・分析を
進めた。 
そのための手法としては、各年度に重点調
査項目を設定し、前年度の調査項目の成果と
さらなる調査結果を翌年度に敷衍しつつ発
展させるという重畳的な調査・分析の手法を
用いた。このほか本課題に与えられた 4年の
期間全体を通して、隣接学問領域たる労働法
や行政法、政治・経済・現代思想の分野での
知見にも目配りをし、調査・研究の深化や広
がりにも努めている。 
具体的には、初年度である平成 22 年度は
アメリカ法研究に比重を置き、アメリカ法上
の衡平法の歴史や連邦破産法105条の立法経
緯などを手掛かりに倒産裁判所の裁量権に
ついての一般的考察を進めた。 
次いで平成 23・24 年度には、引き続きア
メリカ法上の議論をも追いかけながら、調査
の比重を日本破産法の母国であるドイツで
の法律および議論の状況に移すとともに、破
産清算の手続とそこで裁判所と協働して手
続遂行にあたる破産管財人の機能に考察の
視点を広げた。倒産裁判所の役割を裏側から
描出する考察視点であると考えられたから



である。 
さらに最終年度である平成 25 年度には、
これまでの研究成果を再構築しつつ、特に破
産手続開始段階に注目して裁判所の裁量権
の具体的発現の在り方に着眼することで、本
課題の締めくくりとなる総論の各論化を試
みた。 
 
４．研究成果 
 代表的な成果としては、包括的な理論研究
である「倒産手続における裁判所の役割につ
いての序論的考察」（法学74巻6号、2011年）、
そして各論的な「破産手続開始原因概念の再
検討―支払不能と支払停止の関係を中心に
―」（慶應法学 28 号、2014 年）、という二つ
の論説を挙げることができる。前者は、倒産
裁判所の裁量権に関するおそらくは初めて
の包括的・一般的な理論研究といえ、この成
果を基礎とし発展させる形でその後の研究
及び論文執筆を行った。上記後者の論説はそ
の一例であり、総論に対する各論として、倒
産手続の基本型である破産手続の手続開始
段階に特に焦点を当てて考察を進めた。なお、
破産原因は再建型手続における手続開始原
因と密接に関連するものである。 
以下、この二論説についてそれぞれの意義
及び概要を説明する。 
まず、論説「倒産手続における裁判所の役
割についての序論的考察」では、倒産事件の
管理体制の観点から、現行倒産法制における
裁判所の位置づけとその果たすべき役割に
ついての理論的考察を試みた。なお、本課題
は民事再生手続を研究の対象とするもので
あるが、事件の管理・監督との関係では、各
種倒産手続はともに共通の基盤を有してい
るうえに、歴史的考察の必要がある場合には、
日本最初の倒産法規である破産法を考察の
視野に入れないわけにはいかない。そこで、
本稿では倒産処理手続一般を念頭に置いて
今後の末永い研究の基本的視座の確立を目
指したのであった。これはまた、筆者の長年
の研究テーマとの関係では、民事再生法を対
象とする手続構造についての分析を、そこに
登場するアクター、特にガバナンスの観点で
現行法上最重要の機関と位置付けられる裁
判所に着眼して捉え直すという意味を持つ
ものでもあった。 
以上のような問題意識、目的意識に基づい
て、本稿ではまず第一章において現行倒産法
制を歴史的に位置づけることとして、立法の
背景、倒産法の意義及び目的、そして事件管
理体制という三つの軸をもって日本歴代三
倒産法制を分析した。次いで第二章では、ア
メリカ法を比較法研究の対象として取り上
げ、一方では、「エクイティ裁判所」として
の破産裁判所が形成されてきた歴史をたど
り、他方で、現在、連邦破産法 105 条(a)が
規定する破産裁判所の広範な裁量権につい
て、三権分立の観点から分析した直近の理論
研究を取り上げた。次いで、以上の歴史的・

比較法的考察に基づいて、現行倒産法制にお
ける裁判所の位置づけについて考察をした
のが第三章である。この作業を通して、倒産
裁判所の裁量的判断は、裁判所に本来求めら
れる公正性・中立性と、市場主義的発想に基
づいて現在強く要請されている経済的合理
性・効率性との危うい緊張関係のなかにおか
れていることを明らかにし、そこで裁判所が
目指すべき方向性について私見を展開した。 
もう一つの代表的成果である論説「破産手
続開始原因概念の再検討―支払不能と支払
停止の関係を中心に―」は、近年の判例及び
学説上、概念の揺らぎつつある破産手続開始
原因概念について、日本におけるその概念形
成の過程を歴史的に考察するとともに、現在
のドイツ及びアメリカを対象として比較法
研究を行うことによって分析視角を相対化
をしたうえで、現在の理論状況を踏まえた同
概念の再検討を行ったものである。 
破産手続開始原因概念は、破産手続の開始
を律するのみならず、民事再生や会社更生の
開始原因概念の基礎をもなしているうえに、
全ての倒産処理手続において、否認や相殺禁
止という重要な制度の時的要件を構成して
いる。そこで近年、特に後者の重要性に鑑み
て概念の相対化ともいうべき現象が生じて
いるのであるが、法政策的な観点から基本概
念の輪郭を曖昧にすることは手続の安定性、
予測可能性を著しく損なうものであり、自ず
から限界を孕むものである。本稿はこうした
問題意識に基づくものであった。 
以上の本稿のテーマは、一見すると本課題
のテーマから外れているようであるが、その
関係は次のように説明できる。まず、現代の
複雑化した社会では破産手続開始原因を列
挙して規定する規律方式（列挙主義）には限
界があるため、大部分の先進国倒産処理法で
は一定の経済状態悪化の指標となる抽象的
な手続開始原因を定めている（概括主義）。
そこでその結果として、破産手続開始原因の
存否の認定は破産裁判官による事実の評価
にかかることとなり、経済政策的な配慮と手
続の透明性・利用者の予測可能性との緊張関
係のなかにある破産裁判所の立ち位置を問
いなおす契機がもたらされるのである。こう
した文脈において、本稿は前記総論的論説の
成果を各論的に発展させたものと位置付け
られる。 
このほか、本研究の成果は、後掲のとおり、
研究期間中に執筆した複数の判例評釈等に
具体的・各論的に反映されている。さらに、
研究成果の公表はこうした論文形式による
ほか、仙台市にて二度、裁判官を中心とした
倒産実務家との協議会にて行った、「倒産法
制における裁判所の位置付け」と、「『破産管
財人論』再考」、という、本課題に係る研究
報告を通しても公表・発信した。両報告は、
破産管財人が破産手続において裁判官と協
働して倒産処理を進める手続上のパートナ
ーであり、その意味で両者は破産手続の機能



上、表裏の関係にあることに対応して、二つ
で一セット、すなわち裁判所論を裏から支え
るものとして管財人論があるという関係に
ある。なお、破産管財人に対応する手続機関
は再建型の倒産手続である民事再生や会社
更生にも登場するので、「破産」管財人とは
いいながら、これについての理論研究は倒産
処理法制全体に通底する意義を有している。
さて、両報告のうち前者は、前出の論説の成
果を別の観点から切り出したものだあが、他
方後者は、独立の論文として紙媒体にて公表
する予定は現時点ではない。ただし、同報告
をに結実した成果及び得られた知見は、その
後執筆した諸種の論考のなかに反映されて
いる。 
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